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近年の情報通信技術（ICT）の⾼度化に伴い、河川、砂防及
び海岸・海洋の分野において、リアルタイムの情報やより多
くのデータを取得し、それらの情報やデータを処理・活⽤す
る技術開発の動きが活発化している。近年のICTを活⽤した取
組に関して、以下の問に答えよ。
（１）河川、砂防及び海岸・海洋の分野において、ICTを活
⽤して情報やデータを取得・処理・活⽤している事例とし
て、近年実⽤化された技術を２つ挙げ、それぞれ技術の具体
的な活⽤事例とそれによって得られた具体的な効果を説明せ
よ。
（２）近年の度重なる⾃然災害の発⽣を踏まえ、被害軽減や
管理の⾼度化の観点から特にICTの活⽤によって対応できる
と考えられる課題を２つ記述せよ。
（３）（２）であなたが取り上げた２つの課題に対して、ICT
を活⽤した新たな技術の開発、既存技術の応⽤の視点から、
それぞれ具体的な対応策を提案せよ。

近年の⽔害・⼟砂災害等においては、⼤量の流出⼟砂等によ
り多くの⼈命が奪われる事例や、床上浸⽔が度々発⽣し、そ
の都度⽣活再建に多⼤な労⼒を要するなどの事例が頻発して
いる。そのような状況を踏まえると、今後、災害リスクを踏
まえた災害に強い地域にしていくためには、堤防や防砂堰堤
の整備等のハード対策のみならず、住まい⽅を含めたまちづ
くりにおける⼯夫や地域コミュニティー強化等のソフト対策
が求められるが、このソフト対策について以下の問いに答え
よ。
（１）河川、砂防、海岸・海洋分野において、災害に強い地
域にするためのまちづくりに関して、現在取り組まれている
具体的なソフト対策の例を２つ挙げ、その概要を説明せよ。
（２）今後、河川、砂防、海岸・海洋分野において、災害に
強い地域にするためのソフト対策を⼀層進めていくに当たっ
ての課題を２つ説明せよ。
（３）（２）で記述した課題に対して、それぞれの改善⽅策
を提案せよ。
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我が国では、⾼度経済成⻑期に社会的要請に基づき急速に整
備した社会資本の⽼朽化に対して、厳しい財政制約の下、効
率的に対応していく必要がある。そのような状況を踏まえ、
社会資本の整備や維持管理の分野においては、既存ストック
の有効活⽤を図ることが求められている。河川、砂防、海
岸・海洋分野における既存ストックの有効活⽤に関して、以
下の問いに答えよ。
（１）河川、砂防、海岸・海洋分野において、現在取り組ま
れている既存ストックの有効活⽤に資する具体的な取組の例
を２つ挙げ、その概要を説明せよ。
（２）今後、より積極的に河川、砂防、海岸・海洋分野にお
ける既存ストックの有効活⽤を推進していくに当たっての課
題を２つ説明せよ。
（３）（２）で記述した課題に対して、それぞれの改善⽅策
を提案せよ。

我が国では、少⼦⾼齢化が急速に進んでおり、近年は⼈⼝減
少も継続している。それに伴い、⽣産年齢⼈⼝も減少し続け
ており、社会全体として働き⼿の確保が困難になりつつあ
る。そのような状況を踏まえ、社会資本の整備や維持管理の
分野においては、⽣産性の向上を図ることが求められてい
る。河川、砂防、海岸・海洋分野における働き⼿の確保及び
⽣産性の向上に関して、以下の問いに答えよ。
（１）働き⼿に確保が困難となることにより、河川、砂防、
海岸・海洋の分野で⽣じるおそれがある具体的な問題を３つ
挙げて説明せよ。
（２）河川、砂防、海岸・海洋分野において、⽣産性を向上
させるためには、調査・測量から設計、施⼯、検査、維持管
理・更新までのあらゆる建設⽣産プロセスにおいて、そのた
めの取組が必要である。
①河川、砂防、海岸・海洋分野において取り組むことができ
る建設⽣産プロセスにおける⽣産性の向上に資する具体的な
取組を２つ提案し、
②提案した２つの取組のそれぞれについて、建設⽣産プロセ
スに導⼊するに当たり解決すべき課題を説明せよ。
（３）（２）であなたが取り上げた課題に対して、それぞれ
具体的な解決策を提案せよ。

【設問Ⅲ】次の2問題（Ⅲ-1、Ⅲ-2）のうち1問題を選び解答せよ。（解答問題番号を明記し、答案⽤紙3枚以内にまとめよ。）
建設部⾨ 河川、砂防及び海岸・海洋
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建設分野にICT技術を適⽤し、⽣産性を向上させようとする取
組が広がりつつある。これについて、以下の問いに答えよ。
（１）ICT技術の適⽤による⽣産性の向上が必要となった社
会的背景とICT技術の導⼊による社会的メリットについて、
幅広に説明せよ。
（２）河川、砂防及び海岸・海洋分野におけるICT技術の最
近の適⽤事例について、ICT技術の内容と、従来技術よりも
優れている点について、３事例述べよ。
（３）河川、砂防及び海岸・海洋分野のいずれかの分野を選
択し、ICT技術開発の促進と活⽤のための現状の問題点を述
べるとともに、その解決策を具体的に提案せよ。

近年、⼤規模な⾃然災害が国内外で発⽣している。さらに、
気候変動に伴う⾃然災害の激化や⼤規模地震の発⽣等が懸念
されており、防災・減災のさらなる取組が必要となってい
る。このような状況を踏まえ、以下の問いに答えよ。
（１）近年発⽣した⼤規模な⾃然災害について１事例を抽出
し、具体的に⽣じた事象や課題を３項⽬記載し、それぞれの
事業や課題に対して、河川、砂防及び海岸・海洋分野の技術
者として、被害の軽減に向けて取り組むべき具体的な⽅策に
ついて記述せよ。
（２）各種の⾃然災害を対象としたハザードマップ作成の取
組が進められている。住⺠の主体的な避難⾏動を促す観点か
ら現状のハザードマップの課題を２つ記述せよ。
（３）（２）であなたが取り上げた２つの課題のそれぞれに
ついて、改善策を具体的に記述せよ。

近年、台⾵の⼤規模化や豪⾬の局地化、集中化、激甚化が指
摘されているが、これらによる激甚な災害は、直ちに発⽣す
る可能性がゼロでないことに加え、⽔災害対策施設は段階的
に整備されていくものであり、前述のような激甚な災害に⾄
らない場合であっても、常に現状の整備レベルを超える規模
の豪⾬や⾼潮の発⽣による災害は、想定されるものである。
また、これまでの我が国の⽔災害対策における施設整備の考
え⽅は、⼀定の外⼒規模を想定し、その外⼒を⽬標として対
策施設を整備していくものとなっているが、今後の気候変動
等も踏まえると、その想定された外⼒規模を超える災害の発
⽣も想定されるものである。
このような状況を踏まえ、以下の問いに答えよ。
（１）⽔災害に関し「砂防」「ダム」「河川」「海岸」のそ
れぞれの分野について、計画規模を超える外⼒にさらされた
場合に想定される施設の安全性や機能の確保上の課題を記述
せよ。
（２）（１）で記述した課題のうち「砂防」「ダム」「河
川」「海岸」のいずれか１つの分野における課題に対して、
災害が発⽣するまでに実施すべき対策（事前対策）につい
て、被害最⼩化の観点から施設以外での対策も含め幅広に記
述せよ。
（３）（２）でああたが記述した対策について想定される、
現⾏の制度上の課題と技術的課題を記述せよ。

社会資本の維持管理を合理的かつ体系的に⾏うためには、維
持管理に係る⼀連の業務プロセスのPDCAサイクル化に取り
組む必要がある。このためには、調査、設計、施⼯等の各段
階において将来的な維持管理について考慮し、各種の検討を
⾏う必要がある。
このような状況を踏まえ、以下の問いに答えよ。
（１）河川、砂防及び海岸・海洋分野の技術者として「調
査・点検」「計画・設計・施⼯」の⼆段階のそれぞれについ
て、維持管理のPDCA化の視点から、考慮すべき技術的課題
を幅広い視点から概説せよ。
（２）（１）で記述した課題について、あなたが最も重要と
考える技術的課題を２つ取り上げ、それぞれの課題につい
て、解決するための技術的提案を記述せよ。なお、（１）に
おける⼆段階のいずれか⼀⽅の段階から２課題を取り上げ記
述してもよい。
（３）（２）であなたが取り上げた２つの技術的提案それぞ
れを実⾏するに当たって、想定される課題について記述せ
よ。
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我が国の社会資本は、⾼度成⻑期などに集中的に整備され、
国⺠の⽇々の⽣活を⽀えるとともに、産業・経済活動の基盤
となってきた。今後、これらの社会資本の⽼朽化が急速に進
むが、限られた財源の中で的確に維持管理・更新していく必
要がある。このような状況の中で、以下の問いに答えよ。
（１）今後、河川、砂防及び海岸・海洋分野における社会資
本の維持管理・更新を的確に⾏っていくために、留意すべき
事項を幅広い視点から概説せよ。
（２）（１）で概説した留意すべき事項を踏まえ、あなたが
最も重要と考える技術的課題を２つ挙げ、それを解決するた
めの技術的提案を⽰せ。
（３）（２）の技術的提案それぞれについて、実⾏する際の
リスクや課題について論述せよ。

流砂系における⼟砂移動に関わる課題は、防砂、ダム、河
川、海岸のそれぞれの領域において様々な形で発⽣してい
る。原因となっている現象が、それぞれの領域を超えたより
広域のスケールにまたがり、個別領域の課題として対策を⾏
うだけでは、他の領域へのマイナスの影響や維持管理に係る
労⼒・コストの増⼤等を招き、根本的解決・改善がなされな
いことがる。このような場合に、各領域の個別の対策にとど
まらず、他の領域でも必要な対策を講じ、課題の解決を図る
「総合的な⼟砂管理」が重要である。このような状況を踏ま
え、以下の問いに答えよ。
（１）「砂防領域」「ダム領域」「河川領域」「海岸領域」
で発⽣している⼟砂移動に関わる課題について、領域毎に記
述せよ。
（２）（１）で記述した課題のうち、あなたが個別領域の対
策だけでは根本的な解決・改善がなされないと考える課題と
その理由について、領域間での⼟砂移動に留意して⽰すとと
もに、総合的な⼟砂管理の視点から対策を提案せよ。
（３）（２）であなたが提案した対策について、想定される
マイナスの影響と技術的課題を記述せよ。
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IPCC（国連の「気候変動に関する政府間パネル」）の「第４
次評価報告書」では、「将来の熱帯低気圧（台⾵及びハリ
ケーン）の強度は増⼤し、最⼤⾵速や降⽔強度は増加する可
能性が⾼い」という指摘がなされている。同じく「気候変動
への適応推進に向けた極端現象及び災害のリスク管理に関す
る特別報告書」では、気候変動の影響による「強い降⾬強度
の増加、平均海⾯⽔位上昇による沿岸域の極端な⾼潮の増
加、熱帯低気圧の活動（⾵速、発⽣数、継続期間）の変化」
等、極端現象の増加について指摘がなされている。そういっ
た状況を考慮して、以下の問いに答えよ。
（１）気候変動による外⼒の変化が我が国の国⼟・社会へ与
える影響について、「上流域」「中流域」「下流・海岸域」
に分けて、想定される影響例をそれぞれ説明せよ。
（２）今後、気候変動への適応策を講じていくに当たり、東
⽇本⼤震災や近年発⽣した⼤規模⽔害・⼟砂災害等の災害か
ら得られた教訓を踏まえて留意すべき視点を⽰すとともに、
視点に基づいて強化すべき対策を提案せよ。
（３）（２）であなたが提案した対策について、そこに潜む
リスクや課題を述べよ。

公共事業として実施する河川、砂防及び海岸・海洋分野にお
ける施設整備では、個別事業の事業評価を⾏うことが求めら
れる。そこで以下の問いに答えよ。
（１）個別事業の事業評価の実施時期、評価項⽬など、個別
事業の事業評価の概要を説明した上で、事業評価制度の課題
を述べよ。
（２）個別事業の事業評価の評価項⽬の１つとして「事業の
投資効果」があり、その評価に当たっては「事業効果」を算
定する必要がある。⽔害や⼟砂災害に対する安全性向上の効
果、環境改善の効果のそれぞれについて、事業効果の算定⽅
法を説明した上で、その算定⽅法の課題を述べよ。
（３）上記（１）及び（２）で述べた事業評価制度や事業効
果の算定⽅法に関する課題を改善するための技術的提案を⽰
せ。


